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論文
消費税と労働所得税のMWCとMCF
キす 田 安 雄
要約
本稿の目的は、消費財市場および労働市場において、消費税や所得税の増税により需要と供給の
価格変動を生じたために発生する「限界厚生費用J(MWC)と「公共資金の限界費用J(MCF)を、
価格弾力性を駆使して厳密に算定することである。主として従価税を用いて需給均衡点で分析する
が、硬直的賃金率の場合に非自発的失業が生じるとき、および資本所得を考慮に入れたときに、労
働所得税上昇の MWCとMCFが従来と質的に異なることを明らかにする。
キーワード:死重損失;超過負担;限界厚生費用;公共資金の限界費用;需要と供給の価格弾力性
経済学文献季報分類番号:02-22 : 02-26 : 13-11 
1 .はじめに
任意の消費財への課税を増税すれば、その財の消費者価格が上昇するので、需要量は以前
より減少して、消費者余剰と生産者余剰は減少する。この場合に増税以前の社会的厚生水準
をとり戻すために与える必要のある補償額は納税増加額を超えるので、その納税増加分をす
べて納税者へ還元しでも、以前の厚生水準に達しない。このとき、当面の必要補償額と納税
増加額との差額は超過負担増分または死重損失増分であり、これを納税増加額で除した商は
「限界超過負担J(marginal excess burden)または「限界厚生費用J(marginal welfare 
cost: MWCと略記)と言われる。そして増税前の厚生水準と増税後のそれとの差を納税増
加額で除した商は「公共資金の限界費用J(marginal cost of public fund : MCFと略記)
と名付けられる。通常の場合には MCFはMWCに1を加算した値に等しいが、資本を考慮
に入れると、両者の関係は違ってくる。
本論文の前半では消費財課税の MWC と MCF を、~ 2 において従量税について、また~3
において従価税について、それぞれ算定し、 ~4 で消費税率上昇による消費者価格・生産者価
格および需給量の変化率を求めるo そして本稿の後半は労働所得税の増税による MWCと
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MCF を導出するが、 ~5 では労働雇用量が賃金率の減少関数、労働供給量が税引き賃金率の
さらに資本の考慮がこの MWCと増加関数の場合に MWCとMCFの定式化を行う o
MCF の式にどのような修正を加えるかを~6 で検討し、また硬直的賃金率により非自発的失
業が生ずる場合の MWC と MCF を~7 において導出する。これらの MWむと MCF の式は
すべて需給の価格弾力性によって表現された一般形である。
2 .消費財の従量税率上昇の MWCとMCF
任意のー消費財への課税において、その財のー単位当たりに一定額の税を課する従量税
(specific tax)を想定しよう。当面の財の需要量と供給量をxで示し、供給価格(生産者価
格)をρ、需要価格(消費者価格)を q、従量税を tと記すと、
( 1 ) q=ρ+t 
となるが、 ρもtによって変動することに注意する。図 lにおいて課税の無いときの需給均
衡点、は需要曲線D と供給曲線Sの交点eであり、ついでAの従量税が課されたとき、需給均
衡での需要量(=供給量)はぬになり、三角形M の面積の(社会的)超過負担が発生し、納
税額は矩形Eの面積で表されるoさらに従量税がらへ増税されると、需給均衡での需要量(=
供給量)はゐになり、納税増加額と超過負担増分はつぎのようになる。(村田・鎌苅 (2000)、
第7章を参照。)
納税増加額=囚+困一回
超過負担増分=ム+困+is
消費財市場での超過負担と税収
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そして tがAからんへ変更されたことによる(社会的)厚生水準低下額は、超過負担増分に納
税増加額を加えた大きさで、それを納税増加額で除した商がMCFであり、下記の通りであ
る。
MCF=囚+ム+困+~
回+団一回
したがって MWC(=MCF-l)はつぎのようになる。
MWCーム+困+~
v一回+国一固
いま需要量(供給量)や価格の変分を下記のように定める。
dx=ゐ-Xl(く0)
dq=仇-ql(>0) 
dp=P2-Pl (く0)
dt=ら-t1(>0)
( 1 )式と(2 )の諸式より
dq=dp+dt 
(2.a) 
(2. b) 
(2. c) 
(2. d) 
(1') 
が成立するo需要Dの価格弾力性を εと記し、供給Sの価格弾力性を ηと記して、それらを
初期の均衡Xlで測ると、
ε三一Dqql/Xl(>0)， 
η三 SPPl/ぁ(>0)，
Dq三 dD/dq(く0)
Sp=dS/ dp(>O) 
である。需要量と供給量の変分dxをこれらの弾力性によって表現するために、 dx=dD=dS
の関係と(1')式を用いて下記の展開を行う o (Cullis-Jones (1998)、ch.7を参照。)
dx=lDqdq+isρ(dq-dt) 2 -"-"'1 • 2 
_ 1 ( Xl I Xl 'J_ 1 Xl JJ. 2¥ -e ql Tη 五~) aqー す ηPlal 
_ 1 (ql ， Xl dx 1 Xl JJ. 
2¥ '7 Pl一ε)ql Dqー す η戸-at 
[1+ ~ (ηji-ε) !]dx= -~ηj:d 
ペヰ)tdt ( 3 ) 
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が得られる。
つぎに図1における各領域の面積を求めるとつぎのようになるo
囚+困=x.;，dq一岬=(Xl+ゐ)dt 
国 =t1 (-dx) 
ム+As=/G+E+H¥一回
=す附ら)( -dx) -t1 ( -dx) 
=÷d(-h) 
これらの式を MCFの定義式へ挿入した後に(3 )式を代入すると、
(Xl +0.5dx) dt Xl +0.5dx MCF= ι---- 、
(xl+dx)dt+t1dx _ I 1， I t1' Xl+ 11+~) dx 且¥~ . dtl
η+ (1-v)ε一0.5εη(dt/ql) 
η+ (1-v)ε一εη[ν+(dt/ql)] 
( 4 ) 
が得られる。ただし ν==t1/ qlと置いているo最後に税率変化を微小と想定することで、 dtを
ゼロに近づけた極限での(4 )式は下記の通りである。
???
? ? ?? ? ?? ??????? ????? (4') 
この式はDahlby-Wilson (1994)の(2 )式に等しく、消費財へ従量税を課税した場合にお
ける、増税による MCFの一般公式である。 (4')式をμと置くと、色々な特殊ケースがつぎ
のように導出される。
η→∞のケースでは、 μ=(1-v，ε) -1 
ε→∞のケースでは、 μ=(1一市η)-1 
1/=0のケースでは、 μ=1
ε=0のケースでは、 μ=1
一般的には εが νの逆数(>1)より小さいと考えられるので、 (4')式の MCFは1より大
きい。
3.消費財の従価税率上昇の MWCとMCF
この節では消費財の従価税 (advalorem tax)の税率上昇による MWCとMCFを定式化
する。いま τを供給価格ρに対して課される従価税の税率としよう。したがって消費財単位
当たりの税tはψであり、前節の(1 )式も(2 )の諸式もそのままこの節でも通用するが、
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ただ(1 )式はつぎのように書きかえられる。
q= (1+τ)ρ ( 5 ) 
また t1=τ1ム，ら=τ沙2であるので、 (2.d)式は
dt=巧ρ12- 't'1ρ1(> 0) (2.d') 
と表され、図1もそのま〉この節で妥当する。前節での価格弾力性を用いて、引が百へ上昇
した場合の需要量(=供給量)の変分dxを表した(3 )式はそのま〉本節でも成立する。
いま前述の増税に伴う超過負担増分を算定すると、それは
/G+E+H¥=÷同+物)(一政)= (ψ1+十dt)(-dx)==κ
であるので、ここへ(3 )式を代入すると、
dC=_E立て手(ψ1+4dt)dt
マ+ε Ja.1.1 CJ 
'11 
そして納税増加額は
回+国一回=(局地)dt+ψ1ぬ
=x1dt+τiP2dx = dR 
であって、ここへ(3 )式を代入すると、 (2.d')式を考慮して、
I I一二三笠-¥ ， 
dR= Iし+ε叫言(ψl+dt)+1Ix1dt
」、 ql' - .J 
となる。したがって
( Pl I n r-dt¥ 71杭1-'1+0.5~) 
ro_cJC _ '-/ ¥ o.Iq1 . v.u q11 MWC一一一一 、 ， ' ‘ 
.， dR 71+ε企-E71(τEa+到
ql . ¥ ql ql1 
が得られる。いま税率の変分を dτ=匂 -'t'1と記すと、
dt=τldp+ρldτ+dρdτ 
( 6)
であるので、dτ をゼロに近づけると、 dtは 't'dpに収束するが、同時に dρ もゼロに近づくの
で、極限においては dtもゼロへ接近する。ゆえに d't'→Oの極限では、(5)式を考慮に入れ
て、(6)式はつぎのようになる。
t九
百't'1E1'J 
1 't'1 
F 百石ε一百石
MWC (6') 
そしてこの場合の MCFは (6')式に lを加えた次式になる。
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キ+Itzε
MCF=-， 、.
1唱'r'l ¥ I 1 
引1-1+'r'1εJ11+τ1 
なお前節の (4')式において、 Aを従価税引ρlに代えると、
ν t1 _ ψ_1_=~ 
ql (1 + 'r'1)ム 1+τ1
となるので、(7 )式は (4')式からも直ちに導出できる。
4.消費税率上昇による価格と需給の変化
( 7 ) 
本節では消費税率τの上昇dτ(>0)が、供給価格ρ、需要価格qおよび需給均衡量xに
及ぽす影響の変化率を定式化する。
まず供給価格の変化について考える。 dS=dx=dDより
Spゆ=Dqdq= Dq(ctρ+dt) 
を得て、これより
dlJ= ，.Dqd: u 一一
'1' Sp-Dq 
一ε主dt
ql 
Xl I Xl ηz;Tεql 
1+τ，ε 
=プ dt
布+丘γ
が導出される。(8 )式へ
dt~ 'r'lctρ+ρldτ 
を代入して、 dpについて解くと、供給価格の変化率
l 
dp_ 1+τ1ε 一一一 _1 dt 
A 甲+ε
が求まる。
つぎに需要価格の変分を解明するo
dq= c/jρ+dt= (1+τl)dp+ρldτ 
これに(9 )式を代入すると、
6 
( 8 ) 
( 9 ) 
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d拘叫q=ベイ(元十い
となり、(5 )式を考慮して
dq_l+τ1ηJー
ql η+ε' 
を得る。
最後にxの変化を考察するのに、(3 )式と(9 )式を用いて、
Yl f--:-εη¥ .
= I ~1 L I :1 (ρld7:+ 7:1dp) ¥ Iρ1 Iあ
げ?ε ql/
lニ.L_ ¥ / -7:1 ¥ 
_ I 1+τ.， ¥ I 4 ， 1 +τtε¥ . J 
| 唱 I 11+一一一ムー IXla' 
lη+~ε/ ¥肘εl
¥1+τ1 - ¥/ 
を得て、これを整理すると次の関係式が導出される。
dx 1 +7:1切..1_.
Xl η+ε 一ー
5.労働市場での所得税率上昇の MWCとMCF
7 
(10) 
(11) 
労働所得に対して比例的な従価税(平均所得税)が課せられる場合を想定して、その税率
の上昇によって生ずる MCFを求めるのが、本節の目的である。その際に、労働需要(雇用)
量は賃金率に労働の限界生産力が一致するところで決定されるものと考えるので、労働需要
量LDは図2に描かれているように、賃金率wの減少関数である。他方、労働供給量LSは税引
き賃金率の増加関数であると考えられるので、図2では右上りの曲線LSが描かれている。(村
田・鎌苅 (2000)、第9章を一層発展させるのが本節以下の内容である。)当初の労働所得税
の税率をmとし、そのときに需給が均衡する雇用量(=労働供給量)はL1で、賃金率は Wl
であったとしよう。つぎに税率が 1nz(> ml)まで上昇したとすると、元の賃金率のままでの
税引き賃金率(1一向)W1での労働供給量は労働需要量より少ないので、需給を均衡させるに
は賃金率が上昇しなければならない。税率向のときに労働の需給を均衡させる賃金率は
図2での的 (>例)となり、その場合の雇用量(=労働供給量)はらである。最初の需給均
衡から新しいそれへの移行したときの諸変分をつぎのように定めよう o
dL=~-Ll (く0)
dw=ω'2-Wl (>0) 
(12.a) 
02.b) 
7 
関西大学『経済論集j第51巻第l号 (2001年6月)8 
LS Wzt-----一---，
A 
G 
w.トベ・・・・・・・・・・・・ム--ー---
mzw: m.w.: E 
(l-m.)w.ト-----…-・7L.....4
! B ろ/j./ 
(1-mz)Wz~一一一一一ーオ〆 : 
(1-mz) w. ~--一一---/ j 
Lz L. 
労働市場での超過負担と税収図2
???
LD 
労働雇用(供給)L 。
(12.c) dz= (ト ~)ω2一 (1 -ml)Wl (く0)
(12.d) dt=~W2-mlWl (>0) 
(12.e) dm=~-ml (>0) 
前述した税率の Wlから偽への上昇に伴って、新均衡における労働所得税増加額 (dR)と
は、 ~3 の分析と同じようにして、下記のように表される o超過負担増分 (dC)
dR= (L1 +dL)dt+mlW1dL 
(13) =Lldt+~W2dL 
dC=÷(mlW1+ω'2) (ー 必)
= (mlwl +ド)(ー 必)
さて労働需要量の賃金率弾力性を εと記して、それを最初の均衡点で測ったものはつぎの
(14) 
~TD 
ここに D三ヱ子(く0)
aw 
通りであるo
ε三一Dぞ(>0)，
また労働供給量の税号|き賃金率弾力性を ηと記して、最初の均衡点で測ったものはつぎの通
ここに S三竿 (>0)，z:=(1-m)ω 
az 
りである。
(l-ml)wl η 三 Sz'~ 'L:u ""1 (>0)， 
これらの弾力性を用いて、 dLを需給均衡の変分として以下に展開する。
8 
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=iDdw+よ♀(dw-dt)2 _w_vv . 2-~ 
1 I Ll. Ll ¥. 1 L• =τ~-τ+η (1一九)w)dwーすη (1一九)Wl dt
→剖(市ァε)せ一品~dt] 
1+ ~ ( η 噌} 一一1 万L .1{ 1+ ~ ( 一一)ι一一 一2 ¥ (1-ml)ε ソ 2 (1-ml)軌跡
これを整理して、 dLについて解くと、
dL= ( 一切 )L. d， 
lη+ (1-ml)εJ Wl同
が得られる。
9 
(15) 
(15)式の dLを(13)式と (14)式へ代入して、労働所得税の税率上昇の MWCを求め
ると、つぎのようになるo
，. dC 
MWC=夜
0.5(mlwl +仰'2)句会
~l 
η+ (1-ml)ε一切学問
“1. 
dt 
m.ε71+0.5εηてア
~l 
dt 布(1-mlε)+ (1-m.)ε一切プ
“'. 
ところで
dt=叫 dm+(ml+dm)dw
(16) 
であって、 dmがゼロへ近づくと、 dwもゼロに接近するので、 dtもゼロに収束するo したが
って税率の微小な上昇に対しての MCFは
r'o_ TJ~lε71 MWC 
》 η(1-mlε)+ (1-ml)ε 
(16') 
である。またそのときの MCF(=MWC+l)はつぎのようになる。
9 
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戸 η+(1-ml)ε MCF '( u 
Uη(1-mlε) + (1-ml)εー μ (17) 
(17)式はDahlby(1998)の (18)式に等しく、これは労働所得税の上昇による MCFの弾
力性分析の一般形である。 (4')式と(17)式は、 νをmlで置き替えると全く同じ形であるの
で、年と ε が無限大かゼロをとるケースの μ 値も~ 2のそれと閉じになるo Dahlby (1998) 
はつぎの二つの数値例 (a)と (b) を与えている。
(a) ml =0.4、η=0.1、ε=3.0の場合にはμ=1.0674
(b) ml =0.4、η=0.1、ε=∞の場合にはμ=1.0714 
ところでBrowning(1987)は賃金率を叫に固定して、労働需要曲線が軌を通る水平な直
線である場合において、 MWCを算定した。この場合には、我々の定式化では
dtニw1dm
となるので、(16)式を用いてつぎの結果を得る。
mIη+0.5ηdm MWC=lim-，噌九
日∞η~~ 一 mlJ +l-ml一ηdm
(m1+0.5伽 )η
1-ml 
1-(ml+伽)布
1-ml 
(18) 
Browning (1987)の(11)式では限界税率を mとしているのに対して、我々の mは平均税
率であるので、前者をもし平均税率で表現すれば、それは我々の(18)式に一致する。ゆえ
にBrowning(1987)の(11)式は我々の(18)式の特殊ケース (ε=∞)に相当することが
分かる。
6.資本を考慮した場合の労働所得税の MWCとMCF
労働所得税率 mの変更が、税引き賃金率(1-m)ωの変化を通して労働供給LSに影響する
ことは前節で論じられたが、生産に投入される資本のレンタlレ率 rが資本の限界生産力に等
しく決定されること、および資本所得に対して税率んが課税されることを考慮に入れると、
労働所得税率の変更はまた資本所得税にも影響を及ぽすことになるので、税収額の全変動は
以前とは違って来る。
いま資本を K と記し、労働Lと共に生産要素として、生産関数F(L，K)に入札 Yを
生産するが、コプ=ダグラス生産関数を想定し、またFL=aF/aL、FK三 δ'F/aKと表す。か
くして
10 
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Y=F(L， K) =LaKl-a (0くαく1) (19) 
ω=FL (20) 
r=FK (21) 
そして z三 (1-m)wと記して、労働供給関数を/と表そう o
LS=f(z) (22) 
税収Rは労働所得税と資本所得税から成るので、
R=mwL+tKrK (23) 
本節ではんとKは一定と想定されるので、 mの変更がRに与える影響はつぎのようになる。
I ~ . dLs m . dw m . drtKK¥ 一=wLI1+一一一一+一一一+一一ー ldm VV~ ¥ ~ • dm L S . dmω dm wLI 
Browning (1989)の分析に依拠しながら、上式の各項を具体的に算定しようo
労働供給の賃金率弾力性をつぎのように定義するo
dLsw dLs dz w 
η三 dw子=五五L=f'(1-m) f 
また労働需要の賃金率弾力性を以前と同じように定義するo
_ー，，11D ." 
ε三ーニニ奇 (>0)
dw LD 
(24) 
(25) 
(26) 
(25) の η は ~5 の布とは本質的に同等である。 (22) 式の LS を m で微分して、 (25) 式を
考慮すると、
坐S1 一山乙一二笠ー一…-dmLS vv f 1-m 
になる。また(19)式をLで偏微分した、あ，を (20)式へ代入すると、
w= α(~) l-a 
になり、 これより
Lρ=K(三)古
を得る。 (28)式の ωについての導関数と
...l 
ε=己即時(7)~=古
(28)式を (26)式へ代入すると、
が導出される。他方、 (20')式を mで微分して、 (20)・(27)・(26')を考慮すると、
(27) 
(20') 
(28) 
(26') 
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dLS 単=α(α-l)Kl-a L a-2ナ
am am 
んーー 竹山/引 l-aと盆一 仰
、04 ""04 ¥LI 1-m (1-m)ε 
になる。さらに
グ=FK=(1一α)(が
をmで微分して、 (26')式と (27)式を考慮すると、
dLS 半=(l-a)α'K-a L a-lナ
am am 
=α(会)a(f二ム
になり、したがって (20')式を考慮に入れて、次式を得る。
dr K _ a {K¥ト a (一η) 一一η
dm wL w ¥LI (1-m)ε (1-m)ε 
最後に (27)式、 (29)式および (30)式を (24)式へ代入すると、
空-". T (，_..!!:!L.J..-.!:.η tKηl 
dm ".LJ ¥ . 1-m I (1 -m)ε (1-m)εj 
=叫[1+門戸mLK]
が導出される。
(29) 
(21') 
(30) 
(31) 
さて~5 における税率の mlから mへの上昇による超過負担増分 dC は、添字を省略して、
(14)式と(15)式よりつぎのように得られる。
dC= (η+♂m)ε) mW+~.5dt Ldt (32) 
資本を考慮した場合の MWCは (32)式のdCを (31)式の dRで除した商であり、つぎの
ように表される。
MWC 
ここで
(切 )(ddm+O←)-η+(1-m)εω wdm 
1+}m(1一ε)-tK}η 
(1-m)ε 
dt =r mdw + wdm 
12 
(33) 
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であるので、賃金率の税率についての弾力性を
dwm 
(u 
dmw 
と定義すると、
dt 
ーーァ=ω+1
wam 
であり、これを (33)式へ代入して、下記のようになる。
ハー (1-m)ジη[m+0.5(ω+1)dm](ω+1) MWC 】一[η+(1-m)ε][(1-m)ε+{m(1一ε)-tK}η] 
需給均衡の賃金率の税率についての弾力性を付録で算定したものは下記の通りである。
η+(1-m)ε ω+ 1 = ，:/
(1-m) (マ+ε)
13 
(34) 
(33') 
(34') 
(33')式において dm→Oの極限を想定し、 (34')式を代入して MWCはつぎのように求
められる。
円 nzεηMWC=~、 (33つt 1 +~) [m(l一ε)η一同+(1-m)ε]
つぎに MCFを求めよう。この場合の MCFはMWCに1を加えたものではないことに注
意するo ここでの MCFの分母は (31)式の dRであり、その分子は(13)式の dRに(14)
式の dCを加えて、(15)式の dLを代入したものであるo すなわち
r. 1 I ε11 ¥ dtl 11一一，-:'/ ， I一 1dt L 2 ¥η+ (1-m)ε/ω」MCF=工、'1 I ".，.， IVV "， r. I {m(1一ε)ー ら}η1___-111+'''''7. -'， rnl'/ L.L I (1-m)εJ ""~ 
[η+ (1-m)ε一0.5εη(ω+1)dm] (ω+1) 
マ+(l-m)ε+{m(1一ε)-tK}η(1 +η) ¥.L I (1-m)ε/ 
ここで dm→Oの極限を想定し、 (34')式を (35)式へ代入すると、
η+(1-m)ε MCF=-; 、リ
(1+;) [m(1一向一切+(1-m)ε] 
となる。
(35) 
(35') 
いま、資本を考慮しない場合の労働所得税の MCFの(17)式から資本を考慮する場合の
(35')式を差し引くと、つぎのようになる。
(17)式一 (35')式
13 
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η[m(1一ε)η-IK(η+ε)]
(η+ε) [m(1一ε)η-IKキ+(1-m)ε][(1-mε)マ+(1-m)ε] (36) 
したがってんが
?
????
????? (37) 
の条件を満たす場合には、 (36)式は正値をとり、資本を考慮した場合に労働所得税の税率上
昇による MCFはより小さくなると言える。
7.硬直的賃金率の場合の労働所得税の MWCとMCF
図2においては、税率を mに変更した場合に賃金率が的へ達したところで労働の需給は
均衡する。ところでFreebairn(1995)の言うように、この場合に賃金率が W2より高い叫に
硬直的に固定されると、図3において描かれているように労働需要量はLaであるが労働供給
量はん (>L3) となり、
LJ L=Lo-La (38) 
の非自発的失業が発生するo この失業による賃金収入損失は/の面積で示されて、これだけ
厚生損失の追加が起こるので、当面のケースではつぎの定義が成立する。
超過負担増分=ム+固+口u+回=.dC 
図3 硬直的賃金率での超過負担と税収
賃
金
率
W31-・・・・・・・・・・・
A 
W.トー一-------上--一一-
m.w.: E 
(l-m.)w.トー・・・・・・・・トー・---
B H 
(1-mz) W3 ~ -----= --ー--
LD 
L，ム L.
労働雇用(供給)L
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納税増加額=囚+回一回==dR
いま下記のように約束しよう。
dL=L1-L3 
dw=ω'3-Wl 
dm=m.z-ml 
これらの記号を用いて dCとdRを算定する。
1 . ， .~ • 1 
dC=(mlWI+ム dw)dL+一{(1-ml) WI一(1一向)ω'3}(dL + L1L) + (1-m.z)的L1L
2 
=す(mIWl+略的)必+一{(1-ml)川+(ト問)例}L1 L 1 2 
dR = { (1 -m1) W1 一 (l-1n.!)向 +dw}~-mIWldL
=(均的-ml叫)Ll-1n.!w3dL 
ここでωのmについての弾力性をつぎのように定義する。
(39) 
(40) 
?????? ? ??? (41) 
また以前と同様の労働需要と供給の賃金率弾力性を定義しておく。
一一dLOWl
ε-
dw L， 
_dLS (1-m1)ωl 
η =dz~ 
これらの弾力性を用いると、
(z = (l-m)ω) 
dL=εムdw
Wl T 
dL-L1L=η4d_1 ，-{ (1-ml) WI一(1-1n.!)的}
'1 (1-ml) Wl l \~ "1 
(42) 
(43) 
を得る。 (42)式と (43)式を (39)式と (40)式へ代入して MWCを求めようo
MWC=dC =~:: - dR 
( ;w)'l dw(ωl+dw)dm εωl+~dw) aw_ η(附dw)dm一(日l)dw~ ~ 1+一一ω"l¥lIVl ，u.IIV/Udn ¥.& ""IIU.IV) l.&.'2wl 2(1-ml)wl 
(w，+dw)dm+m，dw一ε(ml+dm) (Wl +dw)生
日ノl
ここで (41)で定義された弾力性を適用すると、下記のようになる。
J 品川 J … 、| ーん (1+ρ~~) dm 1 
ε{1422トマ(ml+工':1+ dm -1) 1 1+巴"t， "(，1 -'，-t ¥ -. 2 mlI "¥ "~l • p . _.v ~ I l ~ ， 2m  2 (1-ml) (44) MWC= ・ー ， 、 ，、 ノ
ラ+ml+伽ー ε(ml+伽)(l+PC;:) 
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そして dm→Oの極限において
η+ε-(1+~) ml年
MWC=-. ---"'-' 
(1+ニーεJml
¥ P I 
を得る。また MCF=MWC+1は、この時につぎのようになる。
(1-ml)ε+η+ (1+~) ml(1一方)
MCF 司、、t" μ
(1+二一εIml
1ρJ 
数値例として ml=0.4、η=0.8、ε=1.25、p=0.2を採ると、 μ=1.068になる。
付録.均衡賃金率の税率弾力性
z =(1-m)ωの変分はつぎのようになる。
dz= (l-m-dm) (w+dw)一(1-m)w
= (1-m)dw-dm(ω+dw) 
したがって
dz dw dm L . dw¥ 
z w 1-m γ . w I 
= (1一台)守一合
生一二坐ご一二坐f一二互生
wー εLD 一 εLS一 εz
=![均一守(l-l~mm)] 
ゆえに
互i笠-
dw ε1-m 
1+笠11一τ生}
ε¥ l-ml 
立一竺L
dw Idm ε1-m 
ω=一一I一一 ‘ 
ωI m 1+笠 (1-~a笠ー}
ε¥ l-ml 
ここでdm→Oの極限をとると、
16 
(45) 
(45') 
ω n'/，1'/ 一(1-m) (η+ε) 
となる。
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